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議案第6 2号

令和7年度川崎市競輪事業特別会計予算

令和7年度川崎市の競輪事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ39,455,210千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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競輪事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

千円

1競輪事業収入 37, 940, 642

1事 業 収 入 37, 940, 642

2繰 入 金 1,314, 568

I基金繰入金 1,314, 568

3繰 越 金 200,000

1繰 越 金 200,000

歳 入 合 計 39, 455, 210

歳 出

款 項 金 額

1競輪事業費
千円

38, 973, 850

1競輪事務費 149, 509

2競輪開催費 37, 570, 992

3競輪場整備費 1,253, 349

2諸 支 出 金 280,001

1繰 出 金 280,000

2納 付 金 1

3予 備 費 201,359

1予 備 費 201,359

歳 出 合 計 39, 455, 210
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競輪事業特別会計

第2表 債務負担行為

事 項 期 間 限度額

川崎競輪場 メインスタンド

特 定 天 井 改修 事 業 費

令和 8 年度

千円

312,936

小向 会館 空調設備 改修 事業 費 令和 8 年度 260,479

小向会館非常放送設備等

改 修 事 業 費

令和 8 年度 103,476
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議案第6 3号

令和7年度川崎市卸売市場事業特別会計予算

令和7年度川崎市の卸売市場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,701,344千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

(地方債)

第3条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債 

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第3表地方 

債」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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卸売市場事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1使用料及び手数料

千円 

804,015

1使 用 料 804,014

2手 数 料 1

2国庫支出金 19, 200

1国庫補助金 19, 200

3財 産 収 入 31,655

1財産売払収入 2

2財産貸付収入 31,653

4繰 入 金 493,042

1繰 入 金 493,042

5繰 越 金 1

1繰 越 金 1

6諸 収 入 233,431

1延滞金及び加算金 1

2雑 入 233,430

7市 債 120,000

1市 債 120,000

歳 入 合 計 1,701,344
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卸売市場事業特別会計

歳出

款 項 金 額

千円

1卸売市場事業費 1,283, 918

1運 営 費 928, 743

2施設整備費 355,175

2公 債 費 412, 426

1公 債 費 412, 426

3予 備 費 5, 000

1予 備 費 5, 000

歳 出 合 計 1,701,344
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卸売市場事業特別会計

第 2 表 債務負担行為

事 項 期 間 限度額

機 能 強 化 事 業 費 令和8年度から

千円

66,340,636

令和38年度まで

第 3 表 地 方 債

起 債の目 的 限 度額 起債の方法 利 率 償還の方法

北部市場 

施設整備事業

南部市場 

施設整備事業

千円 

31,000

89, 000

政府資金、銀行その 

他から普通貸借また 

は証券発行(他の地 

方公共団体との共同 

発行を含む。)によ 

る。起債の時期は当 

該年度とする。ただ 

し、事業進ちよくま 

たは財政その他の都 

合により、全部また 

は一部を翌年度へ繰 

越して起債すること 

ができる。

年 6. 0% 

以 内

ただし、 

利率見直 

し方式で 

借り入れ 

る資金に 

ついて、 

利率の見 

直しを行 

った後に 

おいては 

、当該見 

直し後の 

年度にお 

ける利率 

とする。

借入れの日から 

30力年以内(据 

置期間を含む。 

)に償還する。 

ただし、市財政 

の都合により繰 

上償還、償還年 

限の短縮または 

本議決の範囲内 

で借換えするこ 

とができる。

合 計 120, 000
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議案第6 4号

令和7年度川崎市国民健康保険事業特別会計予算

令和7年度川崎市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに 

よる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ122,480,197千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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国民健康保険事業特別会計

歳入

第1表歳入歳出予算

款 項 金 額

1国民健康保険料
千円

31,284, 025

1国民健康保険料 31,284, 025

2負 担 金 1

1一部負担金 1

3国庫支出金 226,072

1国庫補助金 226,072

4県 支 出 金 80,162, 692

1県 補 助 金 80,162, 691

2財政安定化基金支出 
金

1

5財 産 収 入 6, 266

1財産運用収入 6, 266

6繰 入 金 10, 481,517

1繰 入 金 10, 206, 074

2基金繰入金 275,443

7繰 越 金 1

1繰 越 金 1

8諸 収 入 319,623

1延滞金•加算金及び 
過料

109, 259

2雑 入 210, 364

歳 入 合 計 122, 480,197
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国民健康保険事業特別会計

歳出

款 項 金 額

1総 務 費
千円

3, 457,150

1総務管理費 3, 040, 332

2保険料徴収費 380,176

3運営協議会費 341

4広報普及費 36, 301

2保険給付費 79, 868, 276

1保険給付費 79, 868, 276

3国民健康保険事業費 
納付金

38, 016,066

1医療給付費分納付金 25, 372,158

2後期高齢者支援金等 
分納付金

9, 276, 017

3介護納付金分納付金 3, 367, 891

4保健事業費 761,382

1保健事業費 761,382

5諸 支 出 金 271,056

1負担金及び分担金 21,723

2償還金利子及び還付 
加算金

249, 331

3延 滞 金 1

4国庫負担金等返還金 1

6 基金積立金 6, 267

1基金積立金 6, 267

7予 備 費 100,000

1予 備 費 100,000

歳 出 合 計 122, 480,197
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国民健康保険事業特別会計

第2表 債務負担行為

事 項 期 間 限度額

賦課•徴収事務実施委託経費 令和7年度から

令和8年度まで

千円

41,715

特定健康診査受診勧奨

事 業 業 務 委 託 経 費

令和8年度から

令和9年度まで

48,620

生活習慣病重症化予防

事 業 業 務 委 託 経 費

令和 8 年度 17,446
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議案第6 5号

令和7年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

令和7年度川崎市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ215,980千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1繰 入 金
千円

18, 603

1繰 入 金 18, 603

2繰 越 金 30

1繰 越 金 30

3諸 収 入 197,347

1貸付金元利収入 197, 344

2雑 入 3

歳 入 合 計 215, 980

歳出

款 項 金 額

1母子父子寡婦福祉資 
金貸付事業費

千円

215,980

1母子父子寡婦福祉資 
金貸付事業費

215,980

歳 出 合 計 215,980
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議案第6 6号

令和7年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和7年度川崎市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるとこ 

ろによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ22,610,768千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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後期高齢者医療事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1後期高齢者医療保険 
料

千円

19, 327, 975

1後期高齢者医療保険 
寤

19, 327, 975

2国庫支出金 142, 984

1国庫補助金 142, 984

3繰 入 金 3, 087, 065

1一般会計繰入金 3, 087, 065

4繰 越 金 2

1繰 越 金 2

5諸 収 入 52, 742

1延滞金•加算金及び 
過料

2, 319

2償還金及び還付加算 
金

49,195

3雑 入 1,228

歳 入 合 計 22, 610, 768
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高齢者因樽業特別会計颂

歳 出

款 項 金 額

1総 務 費
千円

678, 508

1総務管理費 565,391

2徴 収 費 113,117

2後期高齢者医療広域 
連合納付金

21,873, 063

1後期高齢者医療広域 
連合納付金

21,873, 063

3諸 支 出 金 49,197

1償還金及び還付加算 
金

49,197

4予 備 費 10,000

1予 備 費 10,000

歳 出 合 計 22, 610, 768
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議案第6 7号

令和7年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計予算

令和7年度川崎市の公害健康被害補償事業特別会計の予算は、次に定めるとこ 

ろによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ68,869千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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公害献被害補償事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

切 
演 項 金 額

1分担金及び負担金
千円

21,940

1負 担 金 21,940

2財 産 収 入 1,120

1財産運用収入 1,120

3繰 入 金 26,934

1基金繰入金 16, 270

2 一般会計繰入金 10, 664

4繰 越 金 18, 875

1繰 越 金 18, 875

歳 入 合 計 68, 869

歳出

款 項 金 額

1公害健康被害補償事 
業費

千円

68,869

1公害健康被害補償事 
業費

68,869

歳 出 合 計 68,869
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議案第6 8号

令和7年度川崎市介護保険事業特別会計予算

令和7年度川崎市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ117,402,071千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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介護保険事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1介護保険料
千円

25,138, 624

1保 険 料 25,138, 624

2使用料及び手数料 33, 971

1手 数 料 33,971

3国庫支出金 25,186, 206

1国庫負担金 19, 846, 099

2国庫補助金 5, 340,107

4県 支 出 金 16,376,188

1県 負 担 金 15, 494, 751

2県 補 助 金 881,435

3財政安定化基金支出 
金

2

5財 産 収 入 38, 294

1財産運用収入 38, 294

6支払基金交付金 30, 273,133

1支払基金交付金 30, 273,133

7寄 附 金 1

1寄 附 金 1

8繰 入 金 20, 302, 054

1一般会計繰入金 18, 538, 056

2基金繰入金 1,763, 998

9繰 越 金 1

1繰 越 金 1

10諸 収 入 53, 599

1延滞金・加算金及び 
過料

2
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介護保険事業特別会計

款 項 金 額

2雑 入
千円

53, 597

歳 入 合 計 117, 402, 071
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介護保険事業特別会計

歳出

款 項 金 額

1総 務 費
千円

2, 697, 358

1総務管理費 2, 697, 358

2保険給付費 108, 746, 827

1保険給付費 108, 746, 827

3財政安定化基金拠出 
金

1

1財政安定化基金拠出 
金

1

4地域支援事業費 5, 772, 398

1地域支援事業費 5, 772, 398

5諸 支 出 金 127,192

1還 付 金 68, 378

2延 滞 金 1

3繰 出 金 58,813

6基金積立金 38, 295

1基金積立金 38, 295

7予 備 費 20,000

1予 備 費 20,000

歳 出 合 計 117, 402, 071
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介護保険事業特別会計

第2表 債務負担行為

事 項 期 間 限 度額

福 祉 総合情報 シ ステム 帳 票 令 和 8年 度 か ら

千円

106,689

封 入 封緘業 務 委託 経 費 令 和 9年 度 ま で
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議案第6 9号

令和7年度川崎市港湾整備事業特別会計予算

令和7年度川崎市の港湾整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ7,404,808千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

(地方債)

第3条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債 

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第3表地方 

債」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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港^整備事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1使用料及び手数料
千円

472, 596

1使 用 料 472, 594

2手 数 料 2

2国庫支出金 135,666

1国庫補助金 135,666

3県 支 出 金 565

1委 託 金 565

4財 産 収 入 1,258, 772

1財産運用収入 1,258, 771

2財産売払収入 1

5繰 入 金 3, 296, 923

1基金繰入金 3, 296, 923

6繰 越 金 1

1繰 越 金 1

7諸 収 入 256, 285

1延滞金及び加算金 1

2貸付金元利収入 29, 601

3雑 入 226, 683

8市 債 1,984, 000

1市 債 1,984, 000

歳 入 合 計 7, 404, 808

-186 -



港湾整備事業特別会計

歳 出

款 項 金 額

1港湾整備事業費
千円

6, 420, 819

1運 営 費 390,720

2整 備 費 6, 030, 099

2諸 支 出 金 625,421

1積 立 金 97, 229

2繰 出 金 528,192

3公 債 費 357, 568

1公 債 費 357, 568

4予 備 費 1,000

1予 備 費 1,000

歳 出 合 計 7, 404, 808
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港湾整備事業特別会計

第 2 表 債務負担行為

事 項 期 間 限度額

東扇島コンテナターミナル

整 備 事 業 費

令和8年度から

令和10年度まで

千円

5,578,222

東扇 島 土地 造成 事業 費 令和 8 年度 503,960

第 3 表 地 方 債

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

上屋倉庫事業

東扇島コンテナ 

機能施設整備事業

東扇島施設 

整備事業

千円 

26,000

1,796,000

162, 000

政府資金、銀行その 

他から普通貸借また 

は証券発行(他の地 

方公共団体との共同 

発行を含む。)によ 

る。起債の時期は当 

該年度とする。ただ 

し、事業進ちよくま 

たは財政その他の都 

合により、全部また 

は一部を翌年度へ繰 

越して起債すること 

ができる。

年 6. 0% 

以 内

ただし、 

利率見直 

し方式で 

借り入れ 

る資金に 

ついて、 

利率の見 

直しを行 

った後に 

おいては 

、当該見 

直し後の 

年度にお 

ける利率 

とする。

借入れの日から 

40力年以内(据 

置期間を含む。 

)に償還する。 

ただし、市財政 

の都合により繰 

上償還、償還年 

限の短縮または 

本議決の範囲内 

で借換えするこ 

とができる。

厶 計 1,984, 000
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議案第7 0号

令和7年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計予算

令和7年度川崎市の勤労者福祉共済事業特別会計の予算は、次に定めるところ 

による。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ114,962千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(債務負担行為)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第214条の規定により債務 

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第2表債務 

負担行為」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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勤労者福祉共済事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1共済掛金収入
千円

72, 450

1共済掛金収入 72, 450

2財 産 収 入 584

1財産運用収入 584

3繰 入 金 31,808

1基金繰入金 5, 384

2 一般会計繰入金 26,424

4繰 越 金 1

1繰 越 金 1

5諸 収 入 10,119

1貸付金元利収入 8, 000

2雑 入 2,119

歳 入 合 計 114, 962

歳出

款 項 金 額

千円

1勤労者福祉共済事業 
費

113, 962

1勤労者福祉共済事業 
費

113, 962

2予 備 費 1,000

1予 備 費 1,000

歳 出 合 計 114, 962
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勤労者福祉共済事業特別会計

第2表 債務負担行為

事 項 期 間 限度額

勤労者福祉共済会員管理•給付等 

受付処理業務委託経費

令和8年度から

令和9年度まで

千円

18,922

勤労者福祉共済厚生事業等

業 務 委 託•経 費

令和8年度から

令和9年度まで

98,840
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議案第71号

令和7年度川崎市墓地整備事業特別会計予算

令和7年度川崎市の墓地整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ322,429千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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墓地整備事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

千円

1使用料及び手数料 315, 945

1使 用 料 315,945

2財 産 収 入 6, 482

1財産運用収入 6, 482

3繰 越 金 1

1繰 越 金 1

4諸 収 入 1

1雑 入 1

歳 入 合 計 322,429

歳出

款 項 金 額

千円

1墓地整備事業費 295,175

1墓地整備事業費 295,175

2公 債 費 17, 254

1公 債 費 17,254

3予 備 費 10, 000

1予 備 費 10, 000

歳 出 合 計 322,429
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議案第7 2号

令和7年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計予算

令和7年度川崎市の生田緑地ゴルフ場事業特別会計の予算は、次に定めるとこ 

ろによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ431,917千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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生田緑地ゴルフ場事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

切 
林 項 金 額

1繰 越 金
千円 

41,823

1 繰 越 金 41,823

2諸 収 入 390,094

1 雑 入 390, 094

歳 入 合 計 431,917

歳 出

款 項 金 額

1ゴルフ場事業費
千円

62, 705

1ゴルフ場事業費 62, 705

2公 債 費 46,179

1公 債 費 46,179

3諸 支 出 金 321,063

1繰 出 金 321,063

4予 備 費 1,970

1予 備 費 1,970

歳 出 合 計 431,917
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議案第7 3号

令和7年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計予算

令和7年度川崎市の公共用地先行取得等事業特別会計の予算は、次に定めると 

ころによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,320,396千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(地方債)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第2 3 0条第1項の規定によ 

り起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び 

償還の方法は、「第2表地方債」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦
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公共用地先行取得等事業特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1使用料及び手数料

千円 

1

1手 数 料 1

2財 産 収 入 42

1財産運用収入 42

3繰 入 金 219, 714

1他会計繰入金 219, 714

4繰 越 金 1

1繰 越 金 1

5諸 収 入 638

1雑 入 638

6市 債 1,100, 000

1市 債 1,100, 000

歳 入 合 計 1,320, 396
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公共用地先行取得等事業特別会計

歳出

款 項 金 額

1公共用地先行取得等 
事業費

千円

1,296, 954

1公共用地先行取得等 
事業費

1,296, 954

2公 債 費 18, 442

1公 債 費 18,442

3予 備 費 5, 000

1予 備 費 5, 000

歳 出 合 計 1,320, 396
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公共用地先行取得等事業特別会計

第 2 表 地 方 債

起債の 目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

用地先行取得 

事 業

千円

1,100, 000 政府資金、銀行その 

他から普通貸借また 

は証券発行(他の地 

方公共団体との共同 

発行を含む。)によ 

る。起債の時期は当 

該年度とする。ただ 

し、事業進ちよくま 

たは財政その他の都 

合により、全部また 

は一部を翌年度へ繰 

越して起債すること 

ができる。

年 6. 0% 
以 内

ただし、 

利率見直 

し方式で 

借り入れ 

る資金に 

ついて、 

利率の見 

直しを行 

った後に 

おいては 

、当該見 

直し後の 

年度にお 

ける利率 

とする。

借入れの日から 

10カ年以内(据 

置期間を含む。 

)に償還する。 

ただし、市財政 

の都合により繰 

上償還、償還年 

限の短縮または 

本議決の範囲内 

で借換えするこ 

とができる。
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議案第7 4号

令和7年度川崎市公債管理特別会計予算

令和7年度川崎市の公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ192,947,253千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出 

予算」による。

(地方債)

第2条 地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第2 3 0条第1項の規定によ 

り起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び 

償還の方法は、「第2表地方債」による。

令和7年2月13日提出

川崎市長福田紀彦

一 277 -



©責W®特別会計

第1表歳入歳出予算

歳入

款 項 金 額

1財 産 収 入

千円

2,100, 239

1財産運用収入 2,100, 239

2繰 入 金 165, 286, 013

1基金繰入金 37, 662, 725

2他会計繰入金 127, 623, 288

3繰 越 金 1

1繰 越 金 1

4市 債 25, 561,000

1借 換 債 25, 561,000

歳 入 合 計 192, 947, 253

歳 出

款 項 金 額

1公 債 費
千円

183,776,104

1 公 債 費 183,776,104

2諸 支 出 金 9,169,149

1 繰 出 金 9,169,149

3 予 備 費 2, 000

1 予 備 費 2, 000

歳 出 厶 計 192, 947, 253
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公債管理特別会計

第 2 表 地 方 債

起債 の 目的 限 度額 起債の方法 利 率 償還の方法

借 換 債

千円

25, 561,000 銀行その他から普 

通貸借または証券 

発行(他の地方公 

共団体との共同発 

行を含む。)によ 

る。起債の時期は 

当該年度とする。

年 6. 0% 
以 内

ただし、 

利率見直 

し方式で 

借り入れ 

る資金に 

ついて、 

利率の見 

直しを行 

った後に 

おいては 

、当該見 

直し後の 

年度にお 

ける利率 

とする。

借入れの日から 

25力年以内(据 

置期間を含む。 

)に償還する。 

ただし、市財政 

の都合により繰 

上償還、償還年 

限の短縮または 

本議決の範囲内 

で借換えするこ 

とができる。

一 279 -



議案第７ ５ 号

令和７ 年度川崎市病院事業会計の予算は、 次に定める と こ ろによ る 。

業務の予定量は、 次のと おり と する 。

病床数、 年間患者数及び１ 日平均患者数

床 床 床 床

床 床

床 床

床 床

床 床 床 床

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

主要な建設改良事業

医 療 器 械 整 備 事 業

資 産 購 入 費エ 千円

千円

ア

イ

ウ

( 2)

3, 128, 282

726607外 来

千円2, 646, 162病 院 施 設 整 備 事 業

1, 169, 593

1, 2812, 614

施 設 改 良 工 事 千円

362, 618

1, 123

1, 472 713

入 院 180, 310

入 院 494

110, 380119, 355

146, 894

令和７ 年度　 　 川崎市病院事業会計予算

（ 総　 　 則）

第１ 条

第２ 条

376383

－

（ 業務の予定量）

－

多摩病院

－

343

－

井田病院

精 神 病 床 38

病床数（ 許可 ）

1, 382

川崎病院

38

663

( 1)

ア

イ

376

外 来 195, 278310, 050652, 222

一 般 病 床

－－

感染症病床

40

12

年 間 患 者 数

12

ウ

40

合 計

１ 日平均 患者 数

410, 045

結 核 病 床

302327

（ 病　 1）
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収益的収入及び支出の予定額は、 次のと おり と 定める 。

第 １  款

第 １  項

第 ２  項

第 ３  項

第 １  款

第 １  項

第 ２  項

第 ３  項

第 ４  項

のと する 。 ） 。

第 １  款

第 １  項

第 ２  項

第 ３  項

第 ４  項

第 ５  項

特 別 損 失

病院事業資本的収入

（ 資本的収入及び支出）

10, 000予 備 費

出額に対し 不足する 額 2, 813, 612千円は、 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

千円

固 定 資 産 売 却 代 金 千円2

千円

病 院 事 業 費 用

414, 127 千円

病 院 事 業 収 益

千円

千円

43, 630, 664

35, 019, 924

（ 収益的収入及び支出）

第３ 条

千円42, 095, 238

医 業 収 益

医 業 費 用

収　 　 　 　 　 　 　 入

支　 　 　 　 　 　 　 出

千円

特 別 利 益

千円

755, 857医 業 外 費 用

3

2 千円

補 助 金

負 担 金

千円

資本的収入及び支出の予定額は、 次のと おり と 定める （ 資本的収入額が資本的支第４ 条

千円

千円

調整額 33, 681千円並びに 過年度分損益勘定留保資金 2, 779, 931千円で 補填する も

収　 　 　 　 　 　 　 入

2, 256, 453

9, 229, 860

寄 附 金

企 業 債 6, 973, 400

千円

42, 647, 049

217, 758

医 業 外 収 益

千円

6, 661, 187

（ 病　 2）
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第 １  款

第 １  項

第 ２  項

債務負担行為をする こ と ができ る 事項、 期間及び限度額は、 次のと おり と 定める 。

医事業務経費

井田病院
医事業務経費

受変電設備整備経費

川崎病院
防犯設備改修工事

令和８ 年度から
令和10年度ま で

1, 451, 631

3, 040, 629
川崎病院

4, 736, 817

千円

支　 　 　 　 　 　 　 出

令和８ 年度から
令和９ 年度ま で

川崎病院

令和７ 年度
医療器械保守業務経費

限　  度　  額

千円

病院事業資本的支出

建 設 改 良 費

千円

千円

505, 494

令和８ 年度から
令和11年度ま で

828, 446 千円

令和８ 年度 千円

（ 債務負担行為）

企 業 債 償 還 金 千円

期　 　 間

千円

第５ 条

7, 306, 655

12, 043, 472

令和８ 年度から
令和15年度ま で

事　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 項

29, 068

（ 病　 3）
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起債の目的、 限度額、 起債の方法、 利率及び償還の方法は、 次のと おり と 定める 。

年 ％

1

定める 。

の流用

ばなら ない。

政府資金、 銀行そ
の他から 普通貸借
又は証券発行( 他
の地方公共団体と
の 共 同 発 行 を 含
む。 ) によ る 。 起
債の時期は当該年
度 と す る 。 た だ
し 、 事業進捗又は
財政その他の都合
によ り 、 全部又は
一部を 翌年度へ繰
越し て起債する こ
と ができ る 。

以 内

第７ 条 一時借入金の限度額は、 11, 000, 000千円と 定める 。

千円

し 、 又はそれ以外の経費を その経費の金額に流用する 場合は、 議会の議決を 経な けれ

第９ 条

( 1)

ただし 、 利率見直
し 方式で借り 入れ
る 資金について、
利 率 の 見 直 し を
行っ た後において
は、 当該見直し 後
の年度における 利
率と する 。

病 院 事 業

消費税及び地方消費税に不足が生じ た場合における 医業費用及び医業外費用の間

限 度 額

（ たな卸資産購入限度額）

2, 104 千円交 際 費

たな卸資産の購入限度額は、 9, 161, 101千円と 定める 。

( 2)

第10条

借入れの日から 30
か年以内（ 据置期
間を 含む。 ） に償
還する 。 ただし 、
企業財政の都合に
よ り 繰上償還、 償
還年限の短縮又は
本議決の範囲内で
借換えする こ と が
でき る 。

6. 0

（ 議会の議決を経なければ流用する こ と のでき ない経費）

（ 一時借入金）

次に掲げる 経費については、 その経費の金額を 、 それ以外の経費の金額に流用

職 員 給 与 費

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用）

償 還 の 方 法

6, 973, 400

千円

（ 企 業 債）

( 1)

予定支出の各項の経費の金額を 流用する こ と ができ る 場合は、 次のと おり と

20, 251, 240

第８ 条

起 債 の 方 法 利  率起 債 の 目 的

第６ 条

（ 病　 4）
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1 取得する 資産 全身用Ｘ 線Ｃ Ｔ 診断装置

核医学診断用検出器回転型Ｓ Ｐ Ｅ Ｃ Ｔ 装置

調剤支援シス テム

総合医療情報シス テム端末 １ 式

重要な資産の取得及び処分は、 次のと おり と する 。

数量

１ 式

名　 　 　 　 称

器 械 備 品

１ 式

１ 式

（ 重要な資産の取得及び処分）

第11条

種  類

令和 ７  年 ２  月１ ３ 日提出　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

川崎市長　 福　 田　 紀　 彦　 　 　 　 　 　 　 　

（ 病　 5）
− 11−



議案第７６号 

 

令和７年度  川崎市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度川崎市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 処 理 面 積                     10,724 ヘクタール 

(2) 処 理 水 量                   201,097,600 ㎥ 

(3) 水 洗 化 助 成 戸 数                                  21 戸 

(4) 主要な建設改良事業 

    下水幹枝線、ポンプ場及び水処理センター等整備事業    22,000,000 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款  下 水 道 事 業 収 益                         45,645,073 千円 

第１項 営 業 収 益                        36,783,953 千円 

第２項 営 業 外 収 益                                    8,353,720 千円 

第３項 特 別 利 益                                       507,400 千円 

 

支     出 

 第１款  下 水 道 事 業 費 用                                      43,653,525 千円 

  第１項  営 業 費 用                        41,398,725 千円 

  第２項  営 業 外 費 用                         2,224,800 千円 

  第３項  特 別 損 失                                        10,000 千円 

  第４項  予 備 費                                        20,000 千円 

（ 下　 1）
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 19,485,525 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 1,333,201 千円並びに過年度分及び当年度分損益勘定留保資金

18,152,324 千円で補填するものとする。)。 

 

収     入 

 第１款  下水道事業資本的収入                                      38,933,230 千円 

  第１項  企 業 債                                    26,687,000 千円 

  第２項  一 般 会 計 出 資 金                                        72,076 千円 

  第３項  国 庫 補 助 金                                     6,000,000 千円 

  第４項  負 担 金                                       47,410 千円 

  第５項  水洗便所等貸付事業収入                                 30 千円 

  第６項  基 金 繰 入 金                                     6,122,484 千円 

  第７項  固 定 資 産 売 却 代 金                                         4,210 千円 

  第８項  投 資 収 入                                            10 千円 

    第９項  そ の 他 資 本 的 収 入                 10 千円 

 

支     出 

 第１款  下水道事業資本的支出                                      58,418,755 千円 

  第１項  建 設 改 良 費                                    22,000,000 千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金             32,244,246 千円 

  第３項  水洗便所等貸付事業費                                30 千円 

  第４項  投 資                                     3,665,683 千円 

第５項  そ の 他 資 本 的 支 出              498,796 千円 

  第６項  予 備 費                           10,000 千円 

     

（ 下　 2）
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 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと 

定める。 

事     項 期    間 限  度  額 

令和７年度 

土地借上料 

令和７年度から 

令和 12 年度まで 
46,120 千円 

令和７年度 

入江崎余熱利用プール 

管理運営委託経費 

令 和 ８ 年 度 155,656 千円 

令和７年度 

下水道管渠維持管理業務関連経費 
令 和 ８ 年 度 788,696 千円 

令和７年度 

下水道施設等維持管理業務 

関連経費 

令和７年度から 

令和８年度まで 
296,253 千円 

令和７年度 

加瀬水処理センター・加瀬処理区 

ポンプ場運転点検業務委託経費 

令和７年度から 

令和 12 年度まで 
2,236,630 千円 

令和７年度 

入江崎総合スラッジセンター 

運転点検業務委託経費 

令和８年度から 

令和 12 年度まで 
2,351,318 千円 

令和７年度 

私道共同排水設備修繕工事助成金 
令 和 ８ 年 度 6,000 千円 

令和７年度 

下水道施設等撤去関連経費 
令 和 ８ 年 度 617,123 千円 

令和７年度 

公共下水道建設事業費 

令和７年度から 

令和 10 年度まで 
24,420,184 千円 

令和７年度 

財務会計システム関連経費 
令 和 ８ 年 度 13,831 千円 

令和７年度 

｢水洗便所改造等資金融資あっせん｣

に伴う金融機関に対する損失補償 

令和７年度から 

債務消滅時まで 
465 千円 

（ 下　 3）
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 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

起債の目的 限度 額 起債の方 法 利 率 償還の方 法 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

公共下水道 

整 備 事 業 

千円 

 

 

 

 

 

14,812,000 

政府資金、銀行その他

から普通貸借又は証

券発行（他の地方公共

団体との共同発行を

含む。）による。起債

の時期は当該年度と

する。ただし、事業進

捗又は財政その他の

都合により、全部又は

一部を翌年度へ繰越

して起債することが

できる。 

年 6.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で

借り入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

年度における

利率とする。 

借入れの日から

40 か年以内(据

置期間を含む。) 

に償還する。た

だし、企業財政

の都合により繰

上償還、償還年

限の短縮又は本

議決の範囲内で

借換えすること

ができる。 

 

 

 

 

 

２ 借 換 債 

 

 

 

 

 

11,875,000 

銀行その他から普通

貸借又は証券発行（他

の地方公共団体との

共同発行を含む。）に

よる。起債の時期は当

該年度とする。 

 

 

 

 

 

同 上 

借入れの日から

25 か年以内(据

置期間を含む。) 

に償還する。た

だし、企業財政

の都合により繰

上償還、償還年

限の短縮又は本

議決の範囲内で

借換えすること

ができる。 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、22,000,000 千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

 定める。 

 (1) 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

 (1) 職 員 給 与 費                             4,335,220 千円 

 （他会計からの補助金） 

第10条  下水道事業助成及び雨水処理費等に充当するため、一般会計からこの会計へ

補助を受ける金額は、12,690,499 千円である。 

 

令和 ７ 年 ２ 月１３日提出           

  川崎市長 福 田 紀 彦        

（ 下　 5）
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議案第７７号 

 

令和７年度  川崎市水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度川崎市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給 水 戸 数                     796,120 戸 

(2) 年 間 総 配 水 量                   179,434,000 ㎥ 

(3) １ 日 平 均 配 水 量                     491,600 ㎥ 

(4) 主要な建設改良事業 

ア 配 水 施 設 費             2,630,503 千円 

イ 耐 震 管 路 等 整 備 事 業 費            11,901,345 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款  水 道 事 業 収 益                         34,174,287 千円 

第１項 営 業 収 益                        30,269,199 千円 

第２項 営 業 外 収 益                                     3,899,189 千円 

第３項 特 別 利 益                                       5,899 千円 

 

支     出 

 第１款  水 道 事 業 費 用                                      32,640,117 千円 

  第１項  営 業 費 用                        31,594,158 千円 

  第２項  営 業 外 費 用                        1,035,949 千円 

  第３項  特 別 損 失                                            10 千円 

  第４項  予 備 費                                        10,000 千円 

 

（ 水　 1）
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 11,093,238 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 1,054,068 千円並びに過年度分及び当年度分損益勘定留保資金

10,039,170 千円で補填するものとする。)。 

 

収     入 

 第１款  水道事業資本的収入                                       8,269,553 千円 

  第１項  企 業 債                                     7,931,000 千円 

  第２項  補 助 金                                       143,094 千円 

  第３項  負 担 金                                      195,449 千円 

  第４項  固 定 資 産 売 却 代 金                                            10 千円 

 

支     出 

 第１款  水道事業資本的支出                                      19,362,791 千円 

  第１項  建 設 改 良 費                                    15,862,509 千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金                          3,428,744 千円 

  第３項  投 資                                        65,750 千円 

  第４項  補 助 金 返 還 金                                          788 千円 

  第５項  予 備 費                            5,000 千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと 

定める。 

事     項 期    間 限  度  額 

令和７年度 

原・浄・配水施設関連経費 
令和７年度から

令和９年度まで 
5,844,897 千円 

令和７年度 

耐震管路等整備事業関連経費 

令和７年度から

令和 10 年度まで 
31,628,993 千円 

令和７年度 

土地借上料 

令和７年度から

令和 11 年度まで 
10,042 千円 

令和７年度 

給水装置等業務関連経費 

令和８年度から

令和９年度まで 
57,740 千円 

令和７年度 

上下水道料金等業務関連経費 

令和７年度から

令和９年度まで 
224,587 千円 

令和７年度 上下水道 

お客さまセンター運営関連経費 

令和８年度から

令和９年度まで 
54,024 千円 

令和７年度 

財務会計システム関連経費 
令 和 ８ 年 度 18,053 千円 

令和７年度 

メーター修繕関連経費 

令和７年度から

令和８年度まで 
76,436 千円 

令和７年度 

長沢浄水場排水処理施設関連経費 

令和７年度から

令和 30 年度まで 
1,501,930 千円 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

水 道 浄 水 

1 施 設 等 

整 備 事 業 

 

 

耐震管路等 

整 備 事 業 

 

千円 

 

 

 

 

     

 

   

 

 

 

 

政府資金、銀行その他

から普通貸借又は証

券発行（他の地方公共

団体との共同発行を

含む。）による。起債

の時期は当該年度と

する。ただし、事業進

捗又は財政その他の

都合により、全部又は

一部を翌年度へ繰越

して起債することが

できる。 

年 6.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で

借り入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

年度における

利率とする。 

借入れの日から

40 か年以内(据

置期間を含む。)

に償還する。た

だし、企業財政

の都合により繰

上償還、償還年

限の短縮又は本

議決の範囲内で

借換えすること

ができる。 

100,000 

7,831,000 2 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、2,000,000 千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 (1) 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

 (1) 職 員 給 与 費                            5,626,220 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 10 条 水道事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、205,168

千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第 11 条 たな卸資産の購入限度額は、443,000 千円と定める。 

   

令和 ７ 年 ２ 月１３日提出                     

 川崎市長 福 田 紀 彦              
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議案第７８号 

 

  令和７年度  川崎市工業用水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度川崎市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給 水 事 業 所 数                    50 社 70 工場 

(2) 年 間 総 契 約 水 量                   132,035,100 ㎥ 

(3) １日当たり契約水量                     361,740 ㎥ 

(4) 主要な建設改良事業 

  ア 浄 水 施 設 費              599,855 千円 

  イ 配 水 施 設 費             3,078,866 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款  工業用水道事業収益                          6,577,546 千円 

第１項 営 業 収 益                        6,248,837 千円 

第２項 営 業 外 収 益                          322,912 千円 

第３項  特 別 利 益                              5,797 千円 

 

 

支     出 

 第１款  工業用水道事業費用                                       5,819,207 千円 

  第１項  営 業 費 用                        5,689,756 千円 

  第２項  営 業 外 費 用                         119,441 千円 

  第３項  特 別 損 失                                            10 千円 

  第４項  予 備 費                                        10,000 千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 3,090,863 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 213,832 千円、減債積立金 545,625 千円並びに過年度分損益勘定留保

資金 2,331,406 千円で補填するものとする。)。 

 

収     入 
        工 業 用 水 道 事 業                
      資 本 的 収 入 

  第１項  企 業 債                                     1,711,000 千円 

  第２項  補 助 金                                       126,584 千円 

  第３項  固 定 資 産 売 却 代 金                                           402 千円 

 

 

支     出 
        工 業 用 水 道 事 業                
      資 本 的 支 出 

  第１項  建 設 改 良 費                                     4,278,821 千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金                                       545,625 千円 

  第３項  投 資                                        99,403 千円 

  第４項  予 備 費                                         5,000 千円 

  

第 1 款 1,837,986 千円 

第 1款 4,928,849 千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと 

定める。 

事     項 期    間 限  度  額 

令和７年度 

原・浄・配水施設関連経費 

令和７年度から 

令和 10 年度まで 
10,038,843 千円 

令和７年度 

土地借上料 

令和７年度から 

令和 12 年度まで 
11,183 千円 

令和７年度 

長沢浄水場排水処理施設関連経費 

令和７年度から 

令和 30 年度まで 
709,735 千円 

令和７年度 

財務会計システム関連経費 
令 和 ８ 年 度 2,437 千円 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

起債の目的 限度 額 起債の方 法 利 率 償還の方法 

 

 

工業用水道 

1 浄水施設等 

整 備 事 業 

 

 

工業用水道 

2 配水施設等 

整 備 事 業 

 

 

千円 

 

 

260,000 

 

 

 

 

1,451,000 

 

 

 

政府資金、銀行その他

から普通貸借又は証

券発行（他の地方公共

団体との共同発行を

含む。）による。起債

の時期は当該年度と

する。ただし、事業進

捗又は財政その他の

都合により、全部又は

一部を翌年度へ繰越

して起債することが

できる。 

年 6.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で

借り入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

年度における

利率とする。 

借入れの日から

40 か年以内(据

置期間を含む。)

に償還する。た

だし、企業財政

の都合により繰

上償還、償還年

限の短縮又は本

議決の範囲内で

借換えすること

ができる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。 
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 (1) 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

 (1) 職 員 給 与 費                            707,455 千円 

 （他会計からの補助金） 

第10条 工業用水道事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

110,687 千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第11条 たな卸資産の購入限度額は、25,900 千円と定める。 

 

令和 ７ 年 ２ 月１３日提出                     

 川崎市長 福 田 紀 彦               
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議案第 7 9 号

令和 7 年度川崎市自動車運送事業会計予算

（総則）

第 1条 令和 7年度川崎市自動車運送事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 2 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（項 目）

(1) 車 両 数

(2) 年間走行キロ

(3) 年間輸送人員

(4) 1 日平均輸送人員

(5) 主要な建設改良事業

ア 運輸安全マネジメント推進事業

イ 乗 ムロ 自 動 車 購 入 費

ウ バス運行情報提供事業

（収益的収入及び支出）

（乗合）

304 両

10,674 千k m

44,128 千人

120,899 人

第 3 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 1款 自動車運送事業収益

第 1項営 業 収 益

第 2項 営業外収益

第3項特 別 利 益

（貸切）

5 両

26 千k m

150 千人

411 人

29,217 千円

982,080 千円

30,416 千円

10,144,129 千円

8,649,264 千円

1,493,865 千円

1,000 千円



　  支　　　　　　　出

第１款 10,593,631 千円

第１項 10,288,900 千円

第２項 293,231 千円

第３項 1,500 千円

第４項 10,000 千円

   (資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

　支出額に対し不足する額 732,232 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

  調整額 108,518 千円並びに当年度分損益勘定留保資金 275,725 千円で補填し、なお

　不足する額 347,989 千円は一時借入金で措置するものとする。）。

　  収　　　　　　　入

第１項 2,839,000 千円

第２項 3,680 千円

第３項 836,040 千円

　  支　　　　　　　出

第１項 1,205,968 千円

第２項 2,545,960 千円

第３項 649,024 千円

第４項 10,000 千円

第１款
自 動 車 運 送 事 業

自動車運送事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

基 金 繰 入 金

県 交 付 金

3,678,720 千円
資 本 的 収 入

企 業 債

4,410,952 千円
資 本 的 支 出

第１款
自 動 車 運 送 事 業

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

投 資

予 備 費
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   (企 業 債)

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　

　

　

　
　

　

本議決の範囲内で

   (一時借入金)

第６条　一時借入金の限度額は、3,000,000 千円と定める。

   (予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

  る。

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の

流用

間を含む。）に償

との共同発行を含

借入れの日から25

貸借又は証券発行

全部又は一部を翌年 該見直し後の

度へ繰越して起債す 年度における

できる。

借換えすることが

か年以内（据置期

（他の地方公共団体

還する。ただし、

企業財政の都合に

より繰上償還、償

還年限の短縮又は

銀行その他から普通

する。

の他の都合により、 おいては、当

同　上

む。）による。起債

の時期は当該年度と

(1)

　　  千円

借 換 債 1,682,000  

自動車運送事業 1,157,000 起債の時期は当該年 金について、

ることができる。 利率とする。

度とする。ただし、 利率の見直し

事業進捗又は財政そ を行った後に

公共団体との共同発 見直し方式で

行を含む。）による。借り入れる資

　　  千円 政府資金、銀行その 年6.0%以内

他から普通貸借又は

証券発行（他の地方 ただし、利率

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利  率

企業財政の都合に

より繰上償還、償

還年限の短縮又は

本議決の範囲内で

借換えすることが

できる。

償 還 の 方 法

借入れの日から30

か年以内（据置期

間を含む。）に償

還する。ただし、
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   (議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

  又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

  ない。

5,013,209 千円

   (他会計からの補助金)

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、752,882千円である。

   (たな卸資産購入限度額)

第10条　たな卸資産の購入限度額は、80,000 千円と定める。

　

     令和 ７ 年 ２ 月１３日提出

　　　       川崎市長  福　田　紀　彦

(1) 職 員 給 与 費

- 6 - （ 自　 4）
− 222−































議案第９０号 

 

令和６年度川崎市一般会計補正予算 

 

令和６年度川崎市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

（繰越明許費の補正） 

第１条 既定の繰越明許費の変更は、「第１表繰越明許費補正」による。 

 

令和 ７ 年 ３ 月 ５ 日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

 

 

 



　変　更

事 業 名 補正前の額 補 正 額 補正後の額

千円 千円 千円 

7 経 済 5 労 政 費 労 働 会 館 2,200 421,778 423,978

労 働 費 事 業

52,802,223 421,778 53,224,001

款 項

繰 越 明 許 費 総 合 計

第 １ 表　　繰　越　明　許　費　補　正


